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  景気は、このところ足踏み状態となっている。
また、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にあ
る。
　・輸出は、このところ弱含んでいる。生産は、
　　このところ減少している。
　・企業収益は、改善している。設備投資は、持
　　ち直している。
　・企業の業況判断は、改善している。ただし、
　　先行きについては慎重な見方が広がってい
　　る。
　・雇用情勢は、依然として厳しいものの、
  　持ち直しの動きがみられる。
　・個人消費は、持ち直しているものの、一部に
　　弱い動きも見られる。
　・物価の動向を総合してみると、緩やかなデフ
　　レ状況にある。

　　先行きについては、当面は弱めの動きが見られる
　　ものの、海外経済の改善や各種の政策効果など
　　を背景に、景気が持ち直していくことが期待さ
　　れる。一方、海外景気の下振れ懸念や為替レー
　　ト・株価の変動などにより、景気がさらに下押し
　　されるリスクが存在する。また、デフレの影響や、
　　雇用情勢の悪化懸念が依然残っていることにも
　　注意が必要である。

  景気は、このところ足踏み状態となっている。
また、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にあ
る。
　・輸出は、緩やかに減少している。生産は、こ
　　のところ減少している。
　・企業収益は、改善している。設備投資は、持
　　ち直している。
　・企業の業況判断は、慎重さがみられる。
　・雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち
  　直しの動きがみられる。
　・個人消費は、持ち直しているものの、一部に
　　弱い動きも見られる。
　・物価の動向を総合してみると、緩やかなデフ
　　レ状況にある。

　　先行きについては、当面は弱めの動きが見られる
　　ものの、海外経済の改善や各種の政策効果など
　　を背景に、景気が持ち直していくことが期待さ
　　れる。一方、海外景気の下振れ懸念や為替レー
　　ト・株価の変動などにより、景気がさらに下押し
　　されるリスクが存在する。また、デフレの影響や、
　　雇用情勢の悪化懸念が依然残っていることにも
　　注意が必要である。

持ち直しているものの、一部に弱い動きもみられる。 持ち直しているものの、一部に弱い動きもみられる。

持ち直している。 持ち直している。

持ち直している。 持ち直している。

　総じて低調に推移している。 総じて低調に推移している。

　輸出は、このところ弱含んでいる。輸入は、このとこ
ろ増勢が鈍化している。

輸出は、緩やかに減少している。輸入は横ばいとなって
いる。

  貿易・サービス収支の黒字は、横ばいとなっている。   貿易・サービス収支の黒字は、横ばいとなっている。

生産は、このところ減少している。 生産は、このところ減少している。

　企業収益は、改善している。また、企業の業況判断
は、改善している。ただし、先行きについては慎重な見
方が広がっている。

　企業収益は、改善している。また、企業の業況判断
は、慎重さがみられる。

　おおむね横ばいとなっている。 緩やかな増加傾向にある。

　雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち直しの動
きがみられる。
　完全失業率は、９月は前月比0.1％ポイント低下し、
5.0%となり、高水準で推移している。

　雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち直しの動
きがみられる。
　完全失業率は、10月は前月比0.1％ポイント上昇し、
5.1%となり、高水準で推移している。

　政府は、「新成長戦略」に基づき、日本経済を
本格的な回復軌道に乗せるとともにデフレを終
結させるよう政策運営を行う。
　現下の厳しい経済情勢や先行き悪化懸念を踏まえ
「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」を
実施するため、平成22年度補正予算を国会に提出した。
　政府は、デフレからの脱却を喫緊の課題と位置づけ
日本銀行と一体となって、強力かつ総合的な政策努力
を行う。日本銀行に対しては、引き続き、政府と緊密な
情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策
の運営によって経済を下支えするよう期待する。

　政府は、「新成長戦略」に基づき、日本経済を
本格的な回復軌道に乗せるとともにデフレを終
結させるよう政策運営を行う。
　現下の厳しい経済情勢や先行き悪化懸念を踏まえ
「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」を
着実に実施する。12月16日、平成23年度予算編成の基本
方針、税制改正大綱を閣議決定した。
　政府は、デフレからの脱却を喫緊の課題と位置づけ
日本銀行と一体となって、強力かつ総合的な政策努力
を行う。日本銀行に対しては、引き続き、政府と緊密な
情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策
の運営によって経済を下支えするよう期待する。

平　成　２２　年



○平成２２年７～９月期四半期別ＧＤＰ速報（2次速報値）

・ＧＤＰ成長率（季節調整済前期比）
2010年7～9月期の実質ＧＤＰ(国内総生産・2000暦年連鎖価格)の成長率は、1.1%
(年率4.5％)となった。また、名目ＧＤＰの成長率は、0.6％(年率2.6%)となった。

・２００９年度のＧＤＰ
2009年度の実質ＧＤＰ成長率は、▲2.4％となった（名目ＧＤＰ成長率は▲3.7％）。
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○平成２２年度の経済動向について(内閣府年央試算）

平成21年度

(F.Y.2009)

（実績）
（政府経済見通し）
平成22年1月22日

(今回試算）

％程度 ％程度 ％程度

▲ 2.0 1.4 2.6

民間最終消費支出 0.6 1.0 1.5

民間住宅 ▲ 18.5 4.4 4.7

民間企業設備 ▲ 15.3 3.1 4.2

政府支出 2.9 ▲ 0.6 ▲ 0.7

　政府最終消費支出 1.6 1.4 1.7

　公的固定資本形成 9.3 ▲ 9.5 ▲ 11.4

財貨・サービスの輸出 ▲ 9.6 8.3 16.5

内需寄与度 ▲ 2.4 1.1 1.5

　民需寄与度 ▲ 3.0 1.3 1.7

　公需寄与度 0.7 ▲ 0.2 ▲ 0.2

外需寄与度 0.4 0.4 1.1

▲ 3.7 0.4 1.6

5.2 5.3 4.8

▲ 1.1 0.3 0.6

▲ 8.9 8.0 13.8

▲ 5.2 ▲ 0.9 0.7

▲ 1.7 ▲ 0.8 ▲ 0.9

( ▲ 0.4 )

▲ 1.7 ▲ 1.0 ▲ 1.0

(注1)我が国経済は民間活動がその主体をなすものであること、また、特に国際環境の変化には予見し

　　難い要素が多いことにかんがみ、上表の諸計数はある程度幅を持って考えられるべきものである。

(注2)完全失業率以外は、対前年度比増減率。

(注3)試算に当たっては、既定の経済財政政策を基に以下の前提を置いた。なお、これらの前提は、作

　　業のための想定であって、内閣府としての予測あるいは見通しを示すものではない。

(政府経済見通し) (今回試算)

世界ＧＤＰ（日本を除く）の実質成長率(%) 3.2 4.0

円相場（円／ドル） 89.1 91.9

原油輸入価格（ドル／バレル） 80.5 78.1

  （備考）

   １．世界ＧＤＰ（日本を除く）の実質成長率は、国際機関等の経済見通しを基に算出。

   ２．円相場は平成22年6月以降、91.8円/ドル（同年5月6日～5月31日の1か月間の平均値）で一定と想定。

   ３．原油輸入価格は平成22年6月以降、77.3ドル/バレル（※）で一定と想定。

　　※同年5月6日～5月31日の1か月間のドバイ・スポット価格の平均値に運賃、保険料を付加した値。

 資料：内閣府「平成22年度の経済動向について　内閣府年央試算（平成22年6月22日)」 

名目国内総生産

完全失業率

鉱工業生産

国内企業物価

消費者物価(総合）

GDPデフレーター

（除　高校実質無償化の影響）

平成22年度

(F.Y.2010)

実質国内総生産

平成22年度

雇用者数



○民間調査機関の経済見通し（平成２２年１２月現在） ※未更新も有り 

平成２２年度
（2010年度）

平成２３年度
（2011年度）

実質 名目 実質 名目

三菱総合研究所 3.1 1.2 1.0 0.4
みずほ総合研究所 3.3 1.2 1.4 0.5
農林中金総合研究所 2.8 0.2 1.1 0.2
野村證券金融経済研究所 2.7 1.0 1.2 0.8
ニッセイ基礎研究所 2.7 1.0 1.6 0.9
大和総研 3.0 1.0 1.0 0.4
富国生命保険 2.2 0.8 1.5 0.9
三菱東京ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 3.2 1.3 1.5 1.1
日本総合研究所 3.3 1.1 0.3 ▲ 0.5
第一生命経済研究所 1.8 0.5 1.1 1.0
みずほ証券リサーチ＆コンサルティング 3.2 1.4 1.6 0.9
三菱ＵＦＪモルガンスタンレー証券景気循環研究所 3.4 1.5 2.0 1.7
日本経済研究センター 2.7 0.6 1.3 0.0
１３社平均 2.9 1.0 1.3 0.6

注）前年度比％、▲はマイナス。

○日銀の経済見通し（平成２２年１０月２８日公表「経済・物価情勢の展望」）

注１）「大勢見通し」は各政策委員が最も蓋然性の高いと考える見通しの数値について、最大値と最小値を
　　　１個ずつ除いて、幅で示したものであり、その幅は、予測誤差などを踏まえた見通しの上限・下限を
　　　意味しない。

　２）対前年度比、％。なお、＜＞内は政策委員見通しの中央値。

○内閣府（経済財政諮問会議）の中長期経済見通し

「１－１－１．2010年世界経済順調回復シナリオ」 〈％程度〉、兆円程度

2008
年度

2009
年度

2010
年度

2011
年度

2015
年度

2018
年度

　　潜在成長率 < 1.3 > < 1.3 > < 1.3 > < 1.2 > < 1.0 > < 1.1 >

　　実質成長率 < ▲ 0.8 > < 0.0 > < 1.5 > < 1.4 > < 1.5 > < 1.2 >

　　名目成長率 < ▲ 1.3 > < 0.1 > < 1.8 > < 2.2 > < 3.0 > < 2.9 >

　　名目ＧＤＰ 509.4 510.2 519.4 530.8 586.7 639.9

（消費者物価） < 1.3 > < ▲ 0.4 > < 0.2 > < 1.4 > < 2.5 > < 2.3 >

（国内企業物価） < 4.1 > < ▲ 2.1 > < ▲ 1.6 > < ▲ 0.1 > < 1.9 > < 1.5 >

（ＧＤＰデフレーター） < ▲ 0.5 > < 0.1 > < 0.3 > < 0.7 > < 1.5 > < 1.7 >

　　完全失業率 < 4.2 > < 4.7 > < 4.6 > < 4.5 > < 4.0 > < 3.3 >

注1）経済財政諮問(平成21年1月16日）における「経済財政の中長期方針と10年展望」の審議のための
　　参考として内閣府が作成した試算値である。

注2）消費者物価指数は総合（全国）である。

　　物価上昇率

実質ＧＤＰ　大勢見通し

　　〃　　　全員見通し

ＧＤＰ成長率予測

２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度

< 2.1 >

2.0～2.4

2.0～2.42.0～2.3

< 2.1 >

2.0～2.3

1.5～1.9

< 1.8 >

1.5～1.9
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内

は
季

調
済

前
期

比
、

％
）

法
人

企
業

統
計

季
報

平
成

2
0
年

度
(
2
0
0
8
年

度
)

平
成

2
1
年

度
(
2
0
0
9
年

度
)

2
0
0
9
年

度
下

　
期

2
0
1
0
年

度
上

　
期

2
0
0
9
年

1
0
－

1
2
月

2
0
1
0
年

1
－

3
月

4
－

6
月

7
－

9
月

(
 
▲

 
0
.
4
 
)

(
 
▲

 
1
.
5
 
)

(
 
5
.
3
 
)

(
 
1
.
9
 
)

▲
 
1
8
.
5

▲
 
1
2
.
9

▲
 
1
.
5

4
.
8
 

(
 
▲

 
3
.
4
 
)

(
 
▲

 
4
.
6
 
)

(
 
1
1
.
3
 
)

(
 
7
.
3
 
)

▲
 
3
5
.
7

▲
 
3
2
.
2

▲
 
1
0
.
8

9
.
6

(
 
1
.
1
 
)

(
 
▲

 
0
.
1
 
)

(
 
2
.
5
 
)

(
 
▲

 
0
.
8
 
)

▲
 
6
.
7

▲
 
1
.
0

4
.
0

2
.
4

▲
 
1
4
.
6

▲
 
2
1
.
0

▲
 
2
1
.
3

▲
 
9
.
5

(
 
▲

 
4
.
5
 
)

(
 
▲

 
2
.
8
 
)

(
 
3
.
4
 
)

(
 
▲

 
3
.
4
 
)

▲
 
2
3
.
3

▲
 
1
5
.
7

5
.
5

3
9
.
3

(
 
1
2
.
6
 
)

(
 
2
.
1
 
)

(
 
1
0
.
1
 
)

(
 
1
4
.
5
 
)

（
前

年
同

期
（

月
）

比
、

(
 
)
内

は
季

調
済

前
期

（
月

）
比

、
％

）
平

成
2
0
年

度
(
2
0
0
8
年

度
)

平
成

2
1
年

度
(
2
0
0
9
年

度
)

2
0
0
9
年

度
1
0
－

1
2
月

2
0
1
0
年

1
－

3
月

4
－

6
月

7
－

9
月

2
0
1
0
年

7
月

8
月

9
月

1
0
月

資
本

財
出

荷
指

数
(
 
4
.
9
 
)

(
 
1
4
.
3
 
)

(
 
7
.
4
 
)

(
 
1
.
8
 
)

(
 
▲

 
0
.
2
 
)

(
 
▲

 
1
.
4
 
)

(
 
0
.
2
 
)

 
(
　

2
.
8
)

（
除

く
輸

送
機

械
）

▲
 
2
1
.
4

5
.
8

2
9
.
6

 
3
1
.
4

3
5
.
2

3
1
.
2

2
8
.
7

 
2
9
.
9

　
機

械
受

注
（

船
舶

・
電

力
(
 
1
.
1
 
)

(
 
2
.
9
 
)

(
 
0
.
3
 
)

(
 
9
.
6
 
)

(
 
8
.
8
 
)

(
 
1
0
.
1
 
)

(
 
▲

 
1
0
.
3
 
)

(
 
▲

 
1
.
4
 
)
1
0
-
1
2
見

通
し

　
除

く
民

需
）

▲
 
1
4
.
0

▲
 
1
.
8

3
.
3

1
3
.
0

1
5
.
9

2
4
.
1

4
.
2

7
.
0
 
(
　

▲
 
9
.
8
)

建
築

着
工

 
工

事
費

予
定

額
(
 
4
.
0
 
)

(
 
2
2
.
4
 
)

#
#
#
#
#
#
#
#
#
#

(
 
2
4
.
8
 
)

(
 
3
.
4
 
)

(
 
▲

 
0
.
7
 
)

(
 
4
8
.
1
 
)

(
 
▲

 
2
9
.
3
 
)

（
民

間
非

居
住

用
）

▲
 
2
5
.
4

▲
 
1
0
.
8

▲
 
3
.
6

1
2
.
4

▲
 
1
0
.
6

0
.
9

6
1
.
4

7
.
5

（
注

１
）

建
築

着
工

工
事

予
定

額
（

民
間

非
居

住
用

）
は

、
建

築
着

工
統

計
調

査
報

告
（

国
土

交
通

省
）

を
元

に
内

閣
府

で
試

算
し

た
も

の
で

あ
る

。

主
要

機
関

の
設

備
投

資
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

結
果

（
前

年
度

比
伸

び
率

、
％

）
機

　
 
関

 
　

名
内

閣
府

・
財

務
省

調
査

対
象

企
業

資
本

金
1
0
0
0
万

円
以

上
年

　
　

　
　

度
2
0
0
9
年

度
2
0
1
0
年

度
2
0
0
9
年

度
2
0
1
0
年

度
2
0
0
9
年

度
2
0
1
0
年

度
2
0
0
9
年

度
2
0
1
0
年

度
2
0
0
9
年

度
2
0
1
0
年

度
2
0
0
9
年

度
2
0
1
0
年

度
全

　
産

　
業

▲
 
1
9
.
4

0
.
4

▲
 
1
7
.
0

2
.
9

▲
 
2
1
.
7

▲
 
8
.
3

▲
 
1
6
.
7

6
.
8

▲
 
2
2
.
7

1
1
.
5

▲
 
2
5
.
7

6
.
9

（
除

く
電

力
）

(
 
▲

 
2
0
.
3
 
)

(
 
▲

 
1
.
1
 
)

(
 
▲

 
1
8
.
0
 
)

(
 
1
.
0
 
)

#
#
#
#
#
#
#
#
#
#

(
 
▲

 
8
.
3
 
)

(
 
▲

 
1
8
.
4
 
)

(
 
4
.
6
 
)

(
 
▲

 
2
5
.
1
 
)

(
 
1
0
.
7
 
)
(
 
▲

 
2
7
.
9
 
)

(
 
6
.
3
 
)

製
　

造
　

業
▲

 
3
2
.
6

3
.
9

▲
 
3
2
.
2

2
.
9

▲
 
3
2
.
1

8
.
3

▲
 
3
0
.
8

8
.
9

▲
 
3
2
.
5

1
6
.
9

▲
 
3
4
.
0

1
3
.
3

非
 
製

 
造

 
業

▲
 
1
2
.
7

▲
 
1
.
4

▲
 
8
.
8

3
.
0

▲
 
1
7
.
5

▲
 
1
6
.
1

▲
 
6
.
0

5
.
5

▲
 
9
.
5

5
.
9

▲
 
2
0
.
6

3
.
8

（
除

く
電

力
）

(
 
▲

 
1
3
.
4
 
)

(
 
▲

 
4
.
0
 
)

(
 
▲

 
9
.
3
 
)

(
 
▲

 
0
.
1
 
)

#
#
#
#
#
#
#
#
#
#

(
 
▲

 
1
6
.
2
 
)

(
 
▲

 
6
.
3
 
)

(
 
1
.
5
 
)

(
 
▲

 
1
3
.
2
 
)

(
 
2
.
8
 
)
(
 
▲

 
2
3
.
7
 
)

(
 
2
.
4
 
)

電
　

力
▲

 
6
.
2

1
5
.
8

▲
 
5
.
5

1
8
.
6

2
.
8

▲
 
2
.
4

▲
 
5
.
1

1
9
.
4

▲
 
9
.
4

1
8
.
3

4
.
3

1
2
.
7

調
　

査
　

時
　

点
発

　
表

　
時

　
期

回
　

答
　

社
　

数
5
,
7
6
4

1
2
,
0
8
6

（
注

）
１

．
日

銀
は

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

投
資

を
除

く
。

日
銀

の
電

力
は

電
気

・
ガ

ス
。

回
答

社
数

は
対

象
会

社
数

。
　

　
　

２
．

日
経

新
聞

の
調

査
は

連
結

ベ
ー

ス
で

、
海

外
で

行
う

設
備

投
資

も
含

む
。

　
　

　
３

．
内

閣
府

・
財

務
省

の
電

力
は

、
電

気
・

ガ
ス

・
水

道
。

資
料

出
所

：
内

閣
府

「
月

例
経

済
報

告
」

▲
 
0
.
6

3
.
1

▲
 
8
.
6

▲
 
3
.
6

▲
 
1
9
.
7

製
 
造

 
業

▲
 
9
.
6

▲
 
3
5
.
7

2
0
1
0
年

1
1
月

2
0
1
0
年

1
2
月

▲
 
1
5
.
5

1
.
8

▲
 
3
3
.
9

日
本

銀
行

1
1
.
7

▲
 
2
9
.
6

（
備

考
）

1
.
年

度
及

び
半

期
の

伸
び

率
、

大
中

堅
企

業
・

中
小

企
業

の
季

調
済

前
期

比
は

内
閣

府
試

算
値

。
　

　
　

　
2
．

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

投
資

を
除

く
。

大
中

堅
企

業
中

小
企

業

非
製

造
業

▲
 
2
1
.
3

全
 
産

 
業

▲
 
1
6
.
9

▲
 
1
4
.
1

▲
 
2
0
.
6

▲
 
1
7
.
6

▲
 
2
4
.
3

全
規

模

1
1
,
1
8
3

2
,
3
9
0

2
0
1
0
年

1
2
月

中
小

企
業

大
企

業

2
0
1
0
年

1
2
月

2
0
1
0
年

1
0
月

2
0
1
0
年

1
1
月

1
,
5
6
2

日
本

政
策

投
資

銀
行

2
0
1
0
年

6
月

2
0
1
0
年

8
月

2
,
2
7
0

日
本

経
済

新
聞

社
上

場
、

資
本

金
1
億

円
以

上
の

有
力

企
業

資
本

金
1
0
億

円
以

上



４
　

雇
用

情
勢

　
　

雇
用

情
勢

は
、

依
然

と
し

て
厳

し
い

も
の

の
、

持
ち

直
し

の
動

き
が

み
ら

れ
る

。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（

前
年

比
は

原
数

値
、

(
 
)
内

は
季

調
値

）

平
成

2
0
年

度
(
2
0
0
8
年

度
)

平
成

2
1
年

度
(
2
0
0
9
年

度
)

2
0
1
0
年

4
-
6
月

2
0
1
0
年

7
-
9
月

2
0
1
0
年

8
月

　 9
月

　
1
0
月

完
全

失
業

率
 
 

（
％

）
4
.
1

5
.
2

(
 
5
.
2
 
)

(
 
5
.
1
 
)

(
 
5
.
1
 
)

(
 
5
.
0
 
)

(
 
5
.
1
 
)

う
ち

1
5
～

2
4
歳

7
.
6

9
.
3

(
 
1
0
.
3
 
)

(
 
8
.
5
 
)

(
 
8
.
3
 
)

(
 
8
.
0
 
)

(
 
9
.
3
 
)

う
ち

2
5
～

3
4
歳

5
.
4

6
.
5

(
 
6
.
3
 
)

(
 
6
.
1
 
)

(
 
6
.
3
 
)

(
 
5
.
9
 
)

(
 
6
.
0
 
)

完
全

失
業

者
数

　
総

数
（

万
人

）
2
7
5

3
4
3

(
 
3
4
2
 
)

(
 
3
3
5
 
)

(
 
3
3
4
 
)

(
 
3
2
9
 
)

(
 
3
3
4
 
)

う
ち

非
自

発
的

な
離

職
に

よ
る

者
9
7

1
5
1

(
 
1
3
5
 
)

(
 
1
4
2
 
)

(
 
1
4
0
 
)

(
 
1
4
2
 
)

(
 
1
3
6
 
)

雇
用

者
数

（
前

期
比

、
％

）
(
 
▲

 
1
.
0
 
)

(
 
0
.
8
 
)

(
 
0
.
1
 
)

(
 
1
.
1
 
)

(
 
▲

 
0
.
3
 
)

（
前

年
比

、
％

）
▲

 
0
.
3

0
.
3

▲
0
.
0

0
.
7

0
.
7

常
用

労
働

者
数

（
前

期
比

、
％

）
(
 
▲

 
0
.
1
 
)

(
 
0
.
3
 
)

(
 
0
.
0
 
)

(
 
0
.
2
 
)

(
 
0
.
2
 
)

（
労

働
者

計
）

（
前

年
比

、
％

）
0
.
2

0
.
5

0
.
5

0
.
6

 
0
.
7

新
規

求
人

数
（

前
期

比
、

％
）

(
 
5
.
5
 
)

(
 
3
.
6
 
)

(
 
2
.
5
 
)

(
 
1
.
1
 
)

(
 
3
.
2
 
)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
前

年
比

、
％

）
1
0
.
1

1
5
.
1

1
9
.
0

1
7
.
3

1
3
.
9

有
効

求
人

数
（

前
期

比
、

％
）

(
 
4
.
6
 
)

(
 
6
.
1
 
)

(
 
1
.
7
 
)

(
 
1
.
9
 
)

(
 
2
.
5
 
)

（
前

年
比

、
％

）
6
.
3

1
7
.
1

1
8
.
3

1
9
.
4

1
9
.
6

有
効

求
人

倍
率

（
倍

）
0
.
7
7

0
.
4
5

(
 
0
.
5
0
 
)

(
 
0
.
5
4
 
)

(
 
0
.
5
4
 
)

(
 
0
.
5
5
 
)

 
(
 
0
.
5
6
)

求
人

広
告

掲
載

件
数

（
前

年
比

、
％

）
▲

 
2
4
.
3

▲
 
3
2
.
9

4
.
2

1
3
.
0

1
1
.
4

2
5
.
2

1
7
.
2

所
定

外
労

働
時

間
（

前
期

比
、

％
）

(
 
0
.
9
 
)

(
 
0
.
6
 
)

(
 
0
.
0
 
)

(
 
▲

 
2
.
1
 
)

 
(
 
0
.
0
)

（
残

業
時

間
等

）
（

前
年

比
、

％
）

1
0
.
8

9
.
6

1
0
.
1

7
.
6

6
.
2

製
造

業
 

（
前

期
比

、
％

）
(
 
1
.
2
 
)

(
 
0
.
3
 
)

(
 
1
.
0
 
)

(
 
▲

 
2
.
9
 
)

 
(
 
▲

 
1
.
8
)

（
前

年
比

、
％

）
4
8
.
2

2
9
.
2

2
9
.
9

2
2
.
1

1
5
.
3

現
金

給
与

総
額

（
前

期
比

、
％

）
(
 
▲

 
0
.
5
 
)

(
 
▲

 
0
.
3
 
)

(
 
1
.
7
 
)

(
 
1
.
6
 
)

 
(
 
▲

 
0
.
6
)

（
１

人
当

た
り

・
名

目
）
（

前
年

比
、

％
）

1
.
3

0
.
9

0
.
4

0
.
9

0
.
5

定
期

給
与

（
名

目
）

（
前

期
比

、
％

）
(
 
0
.
1
 
)

(
 
0
.
0
 
)

(
 
0
.
1
 
)

(
 
0
.
0
 
)

 
(
 
▲

 
0
.
2
)

（
前

年
比

、
％

）
0
.
5

0
.
5

0
.
4

0
.
6

0
.
5

（
備

考
）

１
．

現
金

給
与

総
額

、
実

質
賃

金
お

よ
び

所
定

外
労

働
時

間
は

事
業

所
規

模
５

人
以

上
。

 
 
 
 
 
 
 
 
２

．
求

人
広

告
掲

載
件

数
は

（
社

）
全

国
求

人
情

報
協

会
資

料
よ

り
。

　
　

 
３

．
定

期
給

与
と

は
、

き
ま

っ
て

支
給

す
る

給
与

の
こ

と
で

あ
り

、
所

定
内

給
与

と
所

定
外

給
与

の
合

計
。

1
5
歳

以
上

の
労

働
力

人
口

に
お

け
る

就
業

者
数

（
単

位
：

万
人

）

2
0
1
0
年

8
月

9
月

1
0
月

就
　

業
　

者
　

数
（

原
数

値
）

6
,
2
7
8

6
,
3
0
9

6
,
2
8
6

前
年

（
同

期
、

同
月

）
差

▲
 
1
8

1
4

1
5

資
料

出
所

：
総

務
省

「
労

働
力

調
査

」

▲
 
0
.
9

▲
 
1
.
5

▲
 
0
.
1

▲
 
1
.
1

▲
 
1
.
1

▲
 
3
.
3

▲
 
1
8
.
7

▲
 
1
4
.
9

▲
 
7
.
0

▲
 
8
.
5

▲
 
1
8
.
3

▲
 
1
8
.
2

▲
 
1
9
.
1

▲
 
2
6
.
1

1
.
2

0
.
0



５
　

金
　

融

（
％

、
ポ

イ
ン

ト
、

円
）

2
0
0
8
年

度
2
0
0
9
年

度
2
0
1
0
年

1
－

3
月

　
4
-
6
月

7
－

9
月

2
0
1
0
年

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
/
2
0

コ
ー

ル
レ

ー
ト

（
無

担
保

翌
日

物
）

0
.
3
6
7

0
.
1
0
2

0
.
0
9
8

0
.
0
9
3

0
.
0
9
4

0
.
0
9
1

0
.
0
9
1

0
.
0
9
1

0
.
0
8
6

ユ
ー

ロ
円

T
I
B
O
R

（
３

か
月

物
）

0
.
8
1
4

0
.
5
2
2

0
.
4
4
6

0
.
3
9
4

0
.
3
6
7

0
.
3
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